
立命館大学・産業社会学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１５

基盤研究(C)（一般）

2021～2019

公的年金制度の制度改革と脱貧困化に向けた政策立案

Public Pension Reform and Institutional Reformation for De-destitution among the
 elderly

５０２８５５０８研究者番号：

鎮目　真人（Shizume, Masato）

研究期間：

１９Ｋ０２２２９

年 月 日現在  ４   ５ １８

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：1980年から2000年代初頭の年金制度改革分析を通じて、以下の3つの点が明らかにな
った。
①制度の縮減と再調整のパターンを考慮に入れた制度改革類型論は、先行研究で示された4類型に加えて、増
分、調整、上乗せ・横出し、刷新の4つを加えた8類型として示すことができる、②年金制度の削減を可能とした
十分条件は補償政策であった、③基礎年金制度における貧困防止機能を今後向上させるには、基礎年金制度をデ
モグラント型の制度(税を財源とした年金制度)へと改革する必要がある。

研究成果の概要（英文）：Through the analysis of public pension reforms from the 1980s to the early 
2000s, the following three points are clear.
(1) The typology of pension reforms that take into account the pattern of retrenchment and 
adjustment of the system can be classified into eight categories. That is, in addition to the four 
types presented in previous studies, i.e., Drift, Conversion, Layering, Revision, the other four 
types of classifications are revealed, i.e., Increment, Enhancement, Topping-up and Extension, and 
Creation.    (2) Compensation policy is a sufficient condition that makes the retrenchment of the 
pension system possible, and (3) In order to improve the function of the basic pension system in the
 future, it is necessary to reform the basic pension system into a demogrant-type system (a 
tax-financed pension system).

研究分野：社会福祉学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
年金制度における不人気改革(制度縮減改革)においては、補償政策の実施の有無、政権内での拒否権発動の存
否、世論の年金拡充志向の有無が重要な役割を果たしたということが明らかになった。不人気改革は、超党派に
よる合意形成を通じ、改革を魅力的にみせる新しい政策手段だけでなく、改革の痛みを和らげるための諸政策が
実施されることによって可能となっていたのである。しかし、こうした不人気改革の戦略は被保険者と年金受給
者の分断をベースにしたものであり、改革で打ち出された補償政策も常に給付削減に従属した位置にあったこと
により、その有効性に限界が生じていることが浮き彫りとなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究では開始当初、主として以下の三つの先行研究をもとに、「公的年金制度の制度改革と
脱貧困化に向けた政策立案」に関して理論的研究を進めることを意図した。 
一つ目は、年金制度の改革類型論の理論的拡張である。日本の年金制度においては、経済・人口
変動のもとで、1980年以降、縮減(Retrenchment)の方向で改革がなされてきた。そうした「不人
気」な改革に関しては、Hacker らにより、改革類型論が論じられてきた (Hacker, Jacob 
S.(2005)“Policy Drift: The Hidden Politics of US Welfare State Retrenchment.” Wolfgang Streeck and 
Kathleen Thelen eds. Beyond Continuity: Institutional Change in Advanced Political Economies. Oxford: 
Oxford University Press: pp.40-82.)。また、こうした不人気改革に関しては、「新しいリスク」に配
慮した補償政策も付随していたことも指摘されてきた(Bonoli, Guliano and Natali, David(2012) 
“ The Politics of the ‘New’ Welfare States: Analyzing Reforms in Western Europe.”, Guliano Bonoli and 
David Natali eds. The Politics of the New Welfare State. Oxford: Oxford University Press: pp.3-17.)。本研
究では、こうした改革類型論を補償の施策も考慮に入れて理論的拡張を図ることを念頭におい
た。 
二つ目は、年金制度改革に関して新しい要因を考慮に入れて分析することである。上記のような
不人気改革をめぐって、先行研究では、主に次の七つの理論から説明がなされてきた（政治戦略
とリーダーシップ論、官僚機構論、 政治制度論、改革に抵抗する集団論、受益者集団論、年金
制度の特徴・形態論、産業化理論）。本研究はそうした理論とともに近年提唱されてきた言説の
政治論 にも焦点を当てて、制度改革の要因分析を企図した（Schmidt, Vivien, 2002, Does Discourse 
Matter in the Politics of Welfare State Adjustment? Comparative Political Studies, Vol.35(2)）や「プロス
ペクト理論」（Vis, Barbara, 2010, Politics of Risk-Taking: Welfare State Reform in Advanced Democracies, 
Amsterdam Univ. Pr.）。 
三つ目は、年金制度の貧困防止機能分析を進展させることである。本研究では、年金給付を削減
する改革が実行された結果、年金制度における防貧・脱貧困化機能の低下がどのような形で現れ
ているのかについて分析を進めることとした。そして単身高齢女性を始めとする高齢期に貧困
化の恐れが高い層に対して、年金制度をどのようにデザインすれば、その貧困化を予防できるの
かということを明らかにすることを目指した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、年金制度に関して、上記したように三つの観点から、社会福祉学、歴史学、比較政
治学のアプローチに基づき、理論研究を行うことを目的としている。それは、① 少子高齢化と
経済のグローバル化というメガトレンドのなかで、長期給付である公的年金制度においてどの
ような改革が実行されてきたのかということを分析すること(年金制度の改革類型分析)、② 改
革はどのようなロジックのもとで行われたのかということを分析すること(年金制度の改革要因
分析)、③ 改革の結果、年金制度の貧困防止機能において、どのような問題が生じ、今後、どの
ような対策が必要なのかということを分析すること(年金制度の脱貧困化機能分析)、ということ
である。 
 
３．研究の方法 
 本研究における方法は、上記の三つの観点からの分析に沿って整理すると、以下の通りである。 
(1) 年金制度の改革類型分析：年金改革類型分析においては、Hacker(2004)の不人気改革類型論
に関して、補償の政策を組み込んで、その理論的拡張化を図る ( Hacker Jacob S(2004) 
“Privatizing Risk without Privatizing the Welfare State: The Hidden Politics of Social Policy Retrenchment 
in the United States”, American Political Science Review,98: pp.243-260.)。 
 
(2) 年金制度の改革要因分析：年金制度における改革要因分析においては、言説の政治論を用
いて、年金制度をめぐって、改革のアイディア・言説がどのようにフレーミングされ、それが不
人気改革へと結びついたのかということを、社会保障制度に関する業界紙、審議会の議事録やメ
ディア資料などを用いて実証する。 
 
(3) 年金制度の脱貧困化機能分析：年金制度の貧困防止機能の分析においては、年金制度改革
における給付削減内容を分析する。また、年金制度に関する諸外国との比較を踏まえ、基礎年金
制度において、貧困防止上、どのような制度改革が今後必要であるかということを明らかにする。 
 
４．研究成果 
 上記の研究目的に応じた研究成果は以下の通りである。 

(1) 年金制度の改革類型分析：制度の縮減と再調整のパターンを考慮に入れた制度改革類型論は、
以下の図１のように示すことが可能であることが分かった。Hacker(2004)による不人気改革の類
型は 4類型であった。しかし、年金制度の不人気改革では縮減策だけでなく、給付削減の代償(side-
payments)のための補償政策(代償的補償政策)と制度の再調整を意図した補償政策(制度再調整的



補償政策)を考慮に入れると、制度改革は 8つの類型として拡張できるということである。 
 
図１ 年金制度改革の 8類型 

 
 
(2) 年金制度の改革要因分析：不人気改革を実施する上で、補償政策の実施の有無、政権内での
拒否権発動の存否、世論の年金拡充志向の有無が重要な役割を果たしたということが明らかと
なった。不人気改革は、超党派による合意形成を通じ、改革を魅力的にみせる新しい政策手段だ
けでなく、改革の痛みを和らげるための諸政策が実施されることによって可能となっていた。そ
うした補完的補償政策を考慮に入れた不人気改革の類型論に基づいて各不人気改革を類型化し
た結果、不人気改革では、制度維持・再調整のための改革(「調整」改革)のほか、女性の年金権
を拡大する改革(「増分」改革)や被保険者の拡大・保険料の減免など制度の範囲や対象を広げる
改革(「上乗せ・横出し」改革)を伴っていたことが浮き彫りになった。 
 しかし、不人気改革の戦略は被保険者と年金受給者の分断をベースにしたものであり、改革で
打ち出された補償政策も常に給付削減に従属した位置にあったことにより、その有効性に限界
が生じていることが明確になった。 
 
(3) 年金制度の脱貧困化機能分析：2004年の年金改革によって、基礎年金制度における最低保
障のベンチマークが無くなり、その給付水準が、今後、下がる見込みであることが明らかにな
った。2010年時点でこれらの国について、基礎的年金と補足的給付を合わせた最低保障年金の
給付額と一階部分の基礎的年金給付と二階部分の報酬比例年金給付を合わせた標準年金の給付
額の両者の所得代替率をみると、以下の表２の通りとなった。カナダやデンマークでは、単身
世帯に対する最低保障年金の所得代替率が 40％を超えているのに対し、日本では 20％となって
いた。単身世帯の標準年金の所得代替率はカナダとデンマークが 50％台なのに対して、日本で
は 40％程度となっていた。他方、夫婦世帯に関しては、三か国とも最低保障年金の所得代替率
は 50％台であり、標準年金については、カナダと日本が 75％程度なのに対し、デンマークでは
65％程度となっていた。そこで、最低保障年金が標準年金と比べてどの程度の大きさであるの
かを把握するために、標準年金の所得代替率に対する最低保障年金の所得代替率の比率をみる
と、最低保障年金のウェイトは、単身世帯では、カナダとデンマークは 70％台なのに対し、日
本は 55％程度と低い。同じ数字を夫婦世帯でみると、デンマークが 80％程度なのに対し、日本
はカナダと同様に 70％程度となっていた。以上をまとめると、日本では、基礎年金以外の補足
的給付が存在せず、最低保障に関して特に問題が生じているのは、単身世帯であることがわか
った。今後は、基礎年金の水準が一層低くなっていくため、夫婦世帯でも単身世帯と同じよう
な事態が生じるとともに、単身世帯では最低保障上の問題がさらに深刻化する可能性が高く、
特に、単身世帯のなかでも、厚生年金加入率が低く、基礎年金しか保障手段を持たない女性単
身世帯では、貧困問題がさらに悪化する恐れが高いことが明確となった。 
以上を踏まえると、基礎年金制度における貧困防止機能を今後向上させるには、基礎年金制
度をデモグラント型の制度(税を財源とした年金制度)へと改革する必要があると分析した。そ
の内容は、生活扶助額とほぼ同額の 7万円を保障し、それ以外の所得比例の年金等の低い者に
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は地域の経済水準や住宅費などを加味した所得調査に基づく補足的給付を行うというものであ
る。 
表２ 最低保障年金と標準的年金の所得代替率(2010年) 

 

 
本研究の主要な成果は以上である。 

 

単身世帯最低
保障年金所得
代替率(%)

単身世帯標準
年金所得代替
率(％)

夫婦世帯最低
保障年金所得
代替率(％)

夫婦世帯標準
年金所得代替
率(％)

(単身世帯)最
低保障年金／
標準年金(％)

(夫婦世帯)最
低保障年金／
標準年金(％)

カナダ 40.1 56.5 54.5 76.1 71 71.6
デンマーク 45.8 58.9 53.1 65.1 77.8 81.6
日本 23.4 41.1 53.3 73.3 56.9 72.7
出典)Comparative Welfare Entitlements Dataset,http://cwed2.org/
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